
 

令和５年度事業報告 
 

１．事業の概要 

 昨年の我が国経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつあ

り、緩やかな持ち直しが続いてきました。しかしながら、その一方で、ウクライ

ナ情勢やイスラム主義組織ハマスとイスラエルとの戦闘などにより、世界的な

エネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後

退懸念など、我が国経済を取り巻く環境は厳しさを増しています。また、昨年５

月に能登地方を震源とする最大震度６強の地震、７月に河北郡で大雨による災

害、そして本年元日の「令和６年能登半島地震」で能登地域の広範囲にわたり整

備事業者の方々が被災されました。あらためて自然災害も不確定要素の一つと

なっています。 

政府はこうした景気の下振れリスクに対し、令和５年度予算で社会保障関係

費や防衛関係費の増額など、一般会計総額が１１４兆３，８１２億円で過去最大

となり、「歴史の転換期を前に、我が国が直面する内外の重要課題に対して道筋

をつけ、未来を切り拓くための予算」としています。 

自動車整備業界が直面する課題として自動車整備の高度化、整備要員の人材

確保、整備事業者の生産性向上、自動車ユーザーへの保守管理の徹底が求められ

ています。 

 

 このような中、全国の自動車保有台数は令和６年１月末現在で８，３０２万台、

石川県では９１１，０５４台（軽二輪車除く）で１，１０１台増の前年度比で１

００．１％とほぼ横ばいとなりました。また、全国の新車販売台数は４５２万８，

６６８台で前年度比１０３．３％、石川県では５０，１８１台で前年度比１００．

４％、うち登録車は昨年より７４３台増の３１，５０６台で前年度比１０２．

４％、軽自動車は１，４４９台減の１８，６７５台で前年度比９７．２％となり、

年度前半は受注残の解消に伴い好調でしたが、後半は受注見合わせや出荷停止

などの影響で最終的には微増となりました。 

石川県の継続検査における状況では上期は前年を上回るが以降は下振れ傾向

となり、能登半島地震の影響を受け８，０３３台少ない４１０，４２４台で前年

度比９８．１％と減少しました。 

 一方、令和５年度自動車特定整備事業実態調査では総整備売上高が５兆９，０

７２億円の対前年３．４％増と２年連続で増加しました。業態別では専・兼業で

７５５億円（２．７％）増、ディーラーが８８８億円（２．７％）増、自家整備

工場４１億円（１．７％）増と全業態で増加となりました。なお、整備要員 1人
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当たりの平均年間整備売上は１４，８５７千円と対前年で４２４千円（２．９％）

増加しました。整備要員の平均年齢は４７．２歳で０．５歳上昇、整備要員の年

間平均給与は４，１７３千円で対前年３．２％の増加となりました。 

令和２年４月から施行された改正道路運送車両法と令和３年１０月からの自

動車点検基準の見直しにより、「電子制御装置整備」の認証取得が指定工場では

４０６工場中、４０４工場が取得し取得率が９９．５％とほぼ１００％に進んで

きたところです。認証工場では５２０工場中、２３２工場が取得したものの、取

得率が４４.６％と低調で全体では取得率が６９.２％となりました。 

 このように自動車を取り巻く環境が大きく変化する中、以下のとおり各事業

の展開を図りました。 

 

 

１１．．業業界界振振興興・・活活性性化化対対策策  

自動車整備業の健全な経営を実践するための取り組みとして、新技術に対応

する技術力の強化を最優先課題とし、ユーザーニーズを的確にとらえた顧客満

足度向上、経営資源の充実と活用の効率化、健全な経営の実践、個別事情に応じ

た事業経営に基づく、自動車整備業のユーザーに対する安心・安全の提供や社会

的有用性の啓発を図りました。 

また、整備士の人材確保では「石川県自動車整備人材確保・育成連絡会」によ

り石川運輸支局とともに高等学校を訪問し、整備士人材確保のため働きながら

整備士資格を取得可能な当会整備士養成施設についてもＰＲに努めました。 

なお、新たな視点で若年層向けに人材確保の検討も進めてきました。定期点検

整備入庫促進については点検整備需要掘り起し事業「マルであんしんキャンペ

ーン」の継続と内部環境、内容充実並びに「マルであんしんカード」のデジタル

化の検討をすすめました。 

 

 

２２．．業業界界健健全全化化対対策策  

 会員事業場に対し各種研修会を通じ、法令順守の徹底を図るとともに適正な

運営に努めました。なお、整備主任者法令研修・検査員定期研修については、 

２，４８９名に対し６会場で２４回開催しました。事業場管理責任者講習につい

ては能登地震の影響により、１会場開催が中止となり３０２名に対し２会場で

５回にわたり開催しました。なお、地震の影響による１会場の開催中止分につい

ては後日当会ＨＰで講習内容を動画配信により、視聴可能としております。 

 

 



３．整備技術の向上・ＩＣＴ化促進対策

 二種養成施設として自動車整備士養成講習と検査員教習では受講者総数２１

１名に対して実施しました。整備主任者技術研修及びＡＤＡＳ（整備主任者等資

格取得）研修、スキャンツール応用研修では受講者総数９９１名に対し実施し、

各種研修で、ＦＡＩＮＥＳ活用により整備情報の適切な利用と整備技術の習得

を推進し、計画通り実施することができました。また、継続検査ＯＳＳの利用促

進と昨年 1 月からの自動車検査証の電子化による特定記録等事務委託制度の周

知と、本年１０月のＯＢＤ検査開始に向け情報収集と展開に努めてまいりまし

た。なお、昨年１０月には石川県自動車整備技能競技大会を開催し、能登支部チ

ームが優勝いたしました。 

４．環境保全・省資源対策

 環境保全や循環型社会に向けた取り組みをする事業場に向けて、環境に配慮

した自動車整備事業の表彰制度を推進し、リユース部品利用促進により環境意

識の醸成をすすめました。 

５．自動車使用者対策

自動車点検整備推進運動に参画し点検整備の意識醸成を各種媒体により啓発

を行ったほか、この一環として石川県運転免許センターに定期点検普及促進の

ため、サイネージ（電子）広告を継続して行っているほか、１０月には石川県産

業展示館３号館で「セーフティーＣａｒにばる石川２０２３」に参画し、定期点

検の重要性と意識高揚を図り、１１月には金沢港クルーズターミナルで「クルマ

ふれあいフェスタランド２０２３」に参画し、広く一般の方々をはじめ自動車ユー

ザーに対して自動車業界と関連団体全体の周知を図りました。また、自動車ユー

ザーからの自動車整備相談窓口では適正な運営に努めました。 

６．自動車登録番号標交付代行・車両番号標頒布業務

 令和４年から「新たな全国版図柄ナンバー（花柄）」と「大阪・関西万博特別

仕様ナンバー」の交付（頒布）を開始し、「地方版図柄ナンバー」について１１

月に金沢港クルーズターミナルで開催された「クルマふれあいフェスタランド

２０２３」にサンプルを展示して、広く一般に周知するとともに図柄ナンバーの

普及推進を図りました。なお、当県における標板交付（頒布）全体では上期は新

車の供給制約が緩和されて回復し交付枚数が前年を上回りました。下期は新車



 

の一部供給停止などで減少し、全体では微増となりました。 

 

 

７７．．福福利利厚厚生生対対策策  

人材確保に関し、商工組合と連携して若年層を対象としたテレビＣＭ、ＳＮＳ

を活用した取り組みの検討を進め、令和６年４月より実施を決めたほか、会員事

業場の事業主・従業員を対象とした定期健康診断を会員事業場１４５社、７４６

名に対し実施しました。なお、恒例の親睦ボウリング大会は新型コロナウイルス

感染者数の県内状況を鑑み、当年度も開催を見送りました。 

 

 

８８．．組組織織運運営営対対策策及及びび法法制制・・税税制制対対策策  

 各種委員会・理事会等諸会議は法令、定款を順守し、能登半島地震の発災はあ

りましたが、ほぼ計画通り開催することができました。また、自動車整備事業に

関連する法制度等の改正について当会としての要望等を必要に応じ日整連（日

本自動車整備振興会連合会）・整商連（日本自動車整備商工組合連合会）並びに

整政連（日本自動車整備政治連盟）と連携して進めました。なお、石川県自動車

整備政治連盟とも連携し、本年２月に自民党自動車整備議員連盟の総会に出席

し、能登半島地震の被害状況と被災事業場からの要望についても伝えてまいり

ました。 

 

 

以上、事業推進にあたり、行政ご当局をはじめ、関係機関並びに会員各位のご

理解、ご協力に対し、厚く御礼申し上げます。 

なお、令和６年能登半島地震被災に際し、義援金が日整連・各地整備振興会の

ほか関連団体から寄せられております。 

 

義援金をお寄せいただいた皆様方に謹んで御礼申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 


